



















































































































































年 全国国民消費支出 農村住民消費支出 非農村住民消費支出
1952  76  62 149
1955  94  76 188
1960 102  68 214
1964 120  95 234
1968 132 106 250
1971 142 116 267
1972 147 116 295
1973 155 123 306
1975 158 124 324
1977 165 124 360



























































































年 農村住民収入 非農村住民収入 農村エンゲル係数 非農村エンゲル係数
1978  133.6  343.4 67.7 57.5
1985  397.6  739.1 57.8 53.3
1990  686.3 1510.2 58.8 54.4
1994 1221.0 3496.2 58.9 49.9
2000 2253.4 6280.0 49.1 39.2
出所：『中国統計年鑑─2001』，304頁より。
表２　改革・開放後の中国国民の消費支出　　（単位：元）
年 全国住民消費支出 農村住民消費支出 非農村住民消費支出
1980 227 173  468
1983 289 232  547
1988 635 473 1281
1990 723 524 1477























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































ブランド名 カデコリー 企業の設立年度 経営理念
聯想（レイポ） パソコン 1987 自社のブランドを有し，中国の消費者に最新最善なハイ
テク製品を提供する
実達 パソコン 1988 世界市場で競争できる中国のブランドを確立する
ハイアール 家電 1985 高品質で冷蔵庫のブランドを確立する
TCL 家電 1981 最善な製品，サービスを提供し，最高なブランドを確立
する
科龍 家電 1984 「人を根本にする」というブランド文化を提唱する
杉杉 服装 1980 中国の服装ブランドを確立する
波司登 服装 1987 自社のブランドを確立しなければならない
紅豆 服装 1983 民族ブランドを確立する















1979  27,459  5,130  32,589
1980 26,177  42,807  6,427  49,234
1981 23,004  58,514  8,476  66,990
1982 17,000 1,565 18,565  70,899 13,148  84,047
1983 19,120 1,687 20,807  75,182 15,436  90,619
1984 26,487 3,077 29,564  88,444 16,944 105,388
1985 43,445 5,798 49,243 107,916 19,076 127,492
1986 45,031 5,939 50,970 135,021 24,154 159,175
1987 40,014 4,055 44,069 159,038 28,588 187,626
1988 41,683 5,866 47,549 181,882 32,177 214,059











































































































































































































年度 落札ブランド 落札金額 入札ブランド数 入札ブランドの主要カテゴリー
1995 孔府宴酒  30,009,889 酒，家電，保健医薬
1996 秦池酒  66,666,668.9 29 酒，家電，保健医薬
1997 秦池酒 320,000,000 32 酒，家電，食品飲料
1998 愛多VCD 210,000,000 44 家電VCD，食品飲料，保健医薬
1999 歩歩高（VCD） 159,000,000 42 家電VCD，食品飲料，保健医薬



























































第一次 1989年８月９日 長虹 長虹がテレビ価格を350元引き下げ，その50日後，政府が統制価格の引
き下げ発表
第二次 1996年３月26日 長虹 規制価格で超過利潤，大量企業の参入という17─29インチTV価格を８
─18％の幅で引き下げ




第五次 1999年４月７日 長虹 前年のブラウン管買い占めて，在庫を抱えた長虹がカラーテレビ価格を
１台平均1000元引き下げ





年度 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000
百元売りあ
げの利益












































































































































































五粮春 中・高級の私人宴会用 女性の柔和の美 妩媚风韵～名門之秀
五粮神 超高級のビジネス宴会用 世間の平凡を越える，神様 惊天动地五粮神




尖庄 日常飲用消費用 いいもの安い 实实在在的酒
出所： 郝彤「269億：五粮液的神奇跨越─“中国酒王”五粮液品牌策划纪实」『財経界　Money China』2005年
２月，12頁（一部変更）。
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　３　ブランド戦略における問題点
　全体的に見れば，中国企業はブランドおよびブランド戦略に対し，初歩的な認識があるよう
になっていると見られている。しかしながら，ブランドの研究の流れ，および世界での有名ブ
ランドを確立する歴史を見れば，ブランドについて研究上，実務上長い時間がかかると考えら
れる。中国の国有企業は改革・開放政策以来，徐々に自主経営できる企業になってきた，80年
代，日本の経営者が中国企業を視察した後，「中国には本当の企業がない」と断言された。そ
の中国も，いまでは民営企業を中心にして90年代に入ってから活性化してきた。企業のブラン
ド戦略を見ると，ブランド意識の形成により高品質のブランド戦略，さらにブランド・ポジシ
ョン戦略を生成した。とはいえ，中国企業のブランド戦略は依然としてさまざまな問題が残っ
ている。その問題とは，次の３点である。
　⑴製品によるブランドを確立するのが中国企業のほとんどのやり方であり，ブランドの信念，
ポジション，パーソナリティによる製品を計画的に開発することはなかった。
　⑵多くの企業は製品の品質，技術の点に独特性を作り出し，ブランドを確立するのでなく，
広告を通じてブランドを確立しようとしている。しかも，広告にも大きな問題がある。それは
宣伝の方向，中心は常に変更するのである。消費者に統一なブランド・イメージ，ブランドに
含まれる意味を伝えられない。そもそも企業は自社のブランドがどのようなイメージ，意味が
あるのがはっきりわかっていない。
　⑶ブランドを確立する視点から見れば，戦略性がまだ欠けている。ブランドを確立する最初，
ブランド名，ブランド・イメージ，ブランド・ポジション，ブランド・パーソナリティ，ブラ
ンドの宣伝について，系列的，戦略的な計画を立てていない。一部の問題が起こると，その一
部の問題に対して解決する。全体的にどのような影響を及ぼすのは全く考えていない。
　ブランド戦略の未成熟は中国ブランドの確立に難関を直面させた。既述のように，中国は「生
産の大国，ブランドの小国」ともいわれている。一部の中国ブランドは成長してきたものの，
世界で知名度がまだ低い。中国市場にも楽観できない。20年間あまり発展してきた中国ブラン
ドは現状が以下のようである115）。
　⑴中国では，一部の消費財市場において，外資系ブランドが圧倒的な優位を持っている。
　カメラ，ビデオ・レコーダー，ビデオ・カメラなど，外資系ブランドは寡占な状況となって
いる。調査によると，ビデオ・レコーダー，ビデオ・カメラ，カメラの市場シェア・ランキン
グのベスト・スリーは全部外資系ブランドである。それぞれ96.5％，79.1％，44.7％に達した。
フィルム市場は，外資系ブランドのシェアは79.5％に達した。100種主要な消費財の市場にお
いて，市場シェア・ランキングのベスト・スリーは全部外資系ブランドの商品は15種である。
主に炭酸飲料，アイスクリーム，粉ミルク，チョコレート，インスタント・コーヒー，カメラ，
ビデオ・カメラ，電池，計算器，Tシャツなど，外資系ブランドのシェアは26.8％-96.5％に達
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した。中国ブランドの競争を許さない優位を持っている。
　⑵世界の有名ブランドの中には中国ブランドはない。
　1994年，中国はアメリカだけに７億足の靴を輸出した，各国に５万種の服を輸出した，シャ
ツだけは12億枚に達した。しかしながら，有名な中国の靴と服のブランドはなかった116）。
1999年，アメリカの雑誌『国際ブランド』は1998年度に世界で最も影響力のあるブランドを評
価した。60ブランドを選出したが，中国ブランドはなかった。2004年１月31日に，世界で５大
ブランド価値評価機構である世界ブランド実験室の編集した「世界で最も影響力のあるブラン
ドトップ100」において，唯一の中国ブランド・ハイアールは95位ランクされた。
　⑶中国ブランドの輸出が少ない。
　世界有名ブランドは海外市場での売り上げは大きな一部を占めている。例えば，コカコーラ
は売り上げの70％が海外市場から，トヨタは売り上げの42％は自動車生産大国のアメリカから
である。有名ブランド世界各地で影響力があり，強力な販売力を持っていることがわかる。
　しかし，これに対し，中国ブランドの影響力と販売力は中国市場に限られている。ハイアー
ルは中国の家電業界のトップ・メーカーとして，2001年の輸出による外貨収入わずか4.2億ドル，
当年売りあげの総額72.5億ドルの５％に過ぎない。紅塔山は中国で最も有名なタバコ・ブラン
ドであり，生産量と販売量は世界トップ・スリーに達し，消費市場もほとんど中国市場に限ら
れている。やはり，中国ブランドの影響力と販売力は中国市場だけにあるのだろう。それに，
何よりも，中国からの輸出の大部分は，付加価値の低いOEM製品であり，ブランド製品の輸
出は少ないのである。
おわりに
　本論文では，改革・開放後中国経済の発展，消費者所得の増加による購買力の高まり，消費
意識の変化，外資系企業の中国市場への進出，および中国政府のブランド保護経営政策制定か
ら，中国市場におけるブランド消費市場の形成に至るまでを明らかにしてきた。
　ブランド消費市場の形成は企業ブランド戦略を研究する前提だと考え，中国企業のブランド
意識の形成とブランド戦略を４段階に分けて考察した。すなわち，ブランド意識がなかった段
階，ブランド意識の萌芽期，ブランド意識の成長期，ブランド戦略の要因化期に分け，それぞ
れの段階における中国企業のブランド意識とブランド戦略の特徴を背景事情との関連におい
て，発展的に論述した。中国企業は４つの段階を経て，ブランドおよびブランド戦略に対する
初歩的な認識を持つようになってきた。しかし，中国ではブランドの理論研究と実務研究は先
進国に比べると，明確に遅れているため，中国企業のブランド戦略を見ると，まだブランド戦
略の最初の段階といえる。本稿は可能な限り中国側の文献を参考にしつつ，日本文献の進んだ
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分析内容や分析方法に学びながら，この遅れのギャップを埋める手がかりを掴もうとする最初
の第一歩としての試みである。
　したがって残された課題は限りなく多い。
　中国は広大な，多民族の国のため，各地域は経済的な格差に加え，自然条件や文化にも差違
がある。各段階における中国起業のブランド戦略の特徴を明らかにしたが，地域格差によって
企業ブランド戦略へどのような影響が出てきたのか。これから中国企業にとって，どのような
ブランド戦略をとることが選択肢として想定されるのか。これらの点については，本論文は触
れる余裕がなかった。
　また，ブランドをめぐる研究は，手段としてのブランド研究から結果としてのブランド研究
まで，さらに起点としてのブランド研究へと変遷してきた。その位置づけからすれば，本稿で
は手段としてのブランド研究をというレベルを中心としたものということができる。起点とし
てのブランド研究におけるブランドのアイデンティティやパーソナリティの研究には触れる余
裕がなかった。これからの研究課題としていきたいと思う。
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